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鯖 江 市 公 害 防 止 条 例 

 

１ 特定工場の要件 

定義：ばい煙、粉じん、有害ガス、汚水、騒音、振動、地盤の沈下および悪臭を排出

し、または発生させるおそれのある工場、事業場のうち、次表に掲げるもの 

区  分 対 象 規 模 、 要 件 

1 

物品の製造・加工ま

たは修理を常時行う

工場または事業場 

定格出力の合計が 3.75kW 以上の原動機を使用するもの 

１日当たりの平均的な排水量が 30ｍ3以上であるもの 

１日当たりの平均的な重油消費量が 0.5Kｌ以上であるもの 

2 

右欄に該当する工場

または事業場 

1 レンズ製造・加工を行う工場または事業場 

2 自動車整備工場（自動車解体工場を含む。） 

3 合成樹脂製品の製造・加工または加熱加工所 

4 廃油再生所（トリクロロエチレン等の回収を含む。） 

5 窯業または土石製品の製造工場 

6 
金筬製造工場または修理工場（酸またはアルカリによる表面

処理施設を有している工場・事業場に限る。） 

7 写真フィルム現像所 

8 鋳造工場 

9 クリーニングを行う工場または事業場 

10 ガソリンスタンドまたは石油給油所 

 11 紙箱および木箱の製造・加工所 

12 旅館 

3 
右欄に掲げる施設を

有しているもの 

1 電気メッキ施設（酸またはアルカリによる表面処理施設） 

2 染色施設（精練槽を含む。） 

3 
吹き付け塗装施設（漆器および眼鏡枠製造業に係る施設に限

る。） 

4 
廃棄物焼却炉 

（１日当たりの焼却能力が 100 ㎏以上のものに限る。） 

5 ボイラーの伝熱面積が 5 ｍ2以上のもの 

6 

地下水揚水施設のうち、揚水機の吐出口の断面積（揚水機が

2 以上あるときは、すべての吐出口の断面積の合計）が 6ｃｍ
2以上のもの 

7 クーリングタワー 

8 家畜の飼養施設 

牛 5 頭以上 

豚 5 頭以上（生後 2 月未満を除く。） 

鶏 500 羽以上（生後 2月未満を除く。） 

9 
家畜の飼養施設

に係る付属施設 

鶏ふん乾燥施設 

家畜の飼料煮沸施設 

鶏の解体処理施設 
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２  届出の種類 

届出の種類 届出期限 届  出  内  容 罰則 

設置・使用 

(15 条、16 条) 

 

(様式第 1号) 

工事開始の

30 日前 

(1) 特定工場名称、所在地 

(2) 代表者の住所、氏名 

(3) 建物および施設の構造、配置 

(4) 施設の使用方法 

(5) 公害の防止の方法 

(6) その他規則で定める事項 

① 従業員数、主要生産品目その他の

工場概要 

② 燃料の種類、消費量 

③ 用排水の系統、量 

④ 産業廃棄物の種類、量、処分方法 

届出をしなかった

り、虚偽の届出をし

た場合 

 

10 万円以下の罰金 

(第 28 条) 

構造等の変更 

(17 条) 

 

(様式第 2号) 

工事開始の

30 日前 

ばい煙等の濃度又は程度の変更を伴う

場合で、下記のいずれかの事項 

(1) 建物および施設の構造、配置 

(2) 施設の使用方法 

(3) 公害の防止の方法 

(4) その他規則で定める事項 

① 従業員数、主要生産品目その他の

工場概要 

② 燃料の種類、消費量 

③ 用排水の系統、量 

④ 産業廃棄物の種類、量、処分方法 

同上 

5 万円以下の罰金 

（第 29 条） 

氏名等の変更 

(20 条) 

(様式第 3号) 

変更のあっ

た日から30

日以内 

下記のいずれかの事項 

(1) 特定工場名称または所在地 

(2) 代表者の住所または氏名 

同上 

3 万円以下の罰金 

（第 30 条） 

承継 

(21 条) 

(様式第 4号) 

承継のあっ

た日から30

日以内 

特定工場を譲り受け、または借り受け

た者（地位を承継した者）が、承継し

た事項について届出 

同上 

3 万円以下の罰金 

（第 30 条） 

事故報告 

(23 条 1 項) 

(書式自由) 

事故発生後

ただちに 
事故の内容および応急の措置の内容 

同上 

3 万円以下の罰金 

（第 30 条） 

事故再発防止

措置計画書 

(23 条 2 項) 

(様式第 5号) 

事故発生の

日 から 30

日以内 

再発防止のための措置に関する計画 

同上 

3 万円以下の罰金 

（第 30 条） 

※  提出部数 

正副各 1部（計 2部）  （但し、事故報告は 1部提出） 
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３  規制基準（規則  別表第２） 

(1)  ばいじんに係る規制基準  

(1)  ばいじんの量は、日本工業規格（以下「規格」という。）Ｚ８８０８に定める方法に

より測定される量として表示されたものとし、当該ばいじん量には燃料の点火、灰の除

去のための火層整理またはすすの掃除を行う場合において排出されるばいじん（１時間

に６分間を超えない時間内に排出されるものに限る。）は含まれないものとする。 

(2)  ばいじんの量が著しく変動する施設にあっては、１工程の平均の量とする。 

特定工場の種類 規  模 排 出 基 準 

ボイラー

を使用す

るもの 

重油その他の液体燃

焼またはガスを専焼

するボイラーを使用

するもの 

大気汚染防止法の適用を受

ける規模のものを除く。 

０．３ｇ/Nm3 

石炭を専焼するボイ

ラーを使用するもの 
０．８ｇ/Nm3 

上記以外のボイラー

を使用するもの 
０．４ｇ/Nm3 

焼成炉および溶融炉を使用して窯

業製品の製造または加工を行うも

の 

焼成炉および溶融炉の火格

子面積が０．５平方メートル

以上１．０平方メートル未満

であるか、バーナーの燃焼能

力が重油換算１時間当たり

２５リットル以上５０リッ

トル未満であるか、または変

圧器の定格容量が１００キ

ロボルトアンペア以上２０

０キロボルトアンペア未満

であること。 

０．４ｇ/Nm3 

廃棄物焼却炉を使用するもの 

廃棄物焼却炉の火格子面積

が１平方メートル以上２平

方メートル未満であるか、ま

たは焼却能力が１時間当た

り１００キログラム以上２

００キログラム未満である

こと。 

０．７ｇ/Nm3 
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(2)  排水に係る規制基準 

項目 許 容 限 度 測  定  方  法 

水素イオン濃度 
新設 5.8 以上 8.6 以下 

規格Ｋ0102 の 12.1 に定める方法 
既設 5.8 以上 8.6 以下 

生物化学的酸素要

求量(単位 ㎎/ｌ) 

新設 １００ 
規格Ｋ0102 の 21 に定める方法 

既設 １２０ 

浮遊物質量 

(単位 ㎎/ｌ) 

新設 ７０ 昭和 46 年 12 月環境庁告示第 59 号(水質汚

濁に係る環境基準について)付表8に掲げる

方法 
既設 １００ 

ノルマルヘキサン

抽出物質含有量 

(単位 ㎎/ｌ) 

新設 
５（鉱油） 

３０（動植物油） 

昭和 49 年 9 月環境庁告示（排水基準を定め

る省令の規定に基づく環境大臣が定める排

水基準に係る検定方法）（以下「告示」とい

う。）付表 8 に掲げる方法 
既設 

５（鉱油） 

３０（動植物油） 

フェノール類含有

量(単位 ㎎/ｌ) 

新設 ５ 
規格Ｋ0102 の 28.1 定める方法 

既設 ５ 

銅含有量 

(単位 ㎎/ｌ) 

新設 ３ 規格Ｋ0102 の 52.2、52.3、52.4 または 52.5

に定める方法 既設 ３ 

亜鉛含有量 

(単位 ㎎/ｌ) 

新設 ２ 
規格Ｋ0102 の 53 に定める方法 

既設 ２ 

溶解性鉄含有量 

(単位 ㎎/ｌ) 

新設 １０ 規格Ｋ0102 の 57.2、57.3、57.4 に定める方

法 既設 １０ 

溶解性マンガン含

有量(単位 ㎎/ｌ) 

新設 １０ 規格Ｋ0102 の 56.2、56.3、56.4 または 56.5

に定める方法 既設 １０ 

クロム含有量 

(単位 ㎎/ｌ) 

新設 ２ 
規格Ｋ0102 の 65.1 に定める方法 

既設 ２ 

大腸菌群数 

(単位 個/cm３) 

新設 ３,０００ 下水の水質の検定方法に関する省令(昭和

37 年厚生省・建設省令第１号)に定める方法 既設 ３,０００ 

ニッケル含有量 

(単位 ㎎/ｌ) 

新設 ５ 
規格Ｋ0102 の 59.2 に定める方法 

既設 １０ 

色または臭気 放流先で支障をきたすような色または臭気を帯びてはならない。 

備考 

 ①「新設」とは、昭和５０年１２月２５日以後新たに設置された特定工場をいう。 

②  この規制基準は、1日当たりの平均的な排水量が３０立方メートル以上の特定工場に適用する。た

だし、1 日当たりの平均的な排水量が５０立方メートル以上の特定工場のうち、水質汚濁防止法(昭

和４５年法律第１３８号)の規定の適用を受ける特定工場にあっては、この規制基準（ニッケル、色

および臭気を除く。）は適用しない。 

③  この規制基準のうちニッケルについては、電気メッキ施設を有する特定工場について適用する。 

④  この規制基準の許容限度は、１日の平均的な汚染状態の日間平均値とする。 

⑤  特定工場が２以上の排水口を有するときは、それぞれの排水口ごとにこの規制基準を適用する。 
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(3)  騒音に係る規制基準 

時間の区分 

区域の区分 
朝 昼  間 夕 夜  間 

第１種区域 ４５ｄＢ ５０ｄＢ ４０ｄＢ ４０ｄＢ 

第２種区域 ５０ｄＢ ６０ｄＢ ５０ｄＢ ４５ｄＢ 

第３種区域 ６０ｄＢ ６５ｄＢ ６０ｄＢ ５５ｄＢ 

第４種区域 ６５ｄＢ ７０ｄＢ ６５ｄＢ ６０ｄＢ 

その他の区域 ５５ｄＢ ６０ｄＢ ５５ｄＢ ５５ｄＢ 

備考 

① この規制基準は、定格出力の合計が、３．７５ｋＷ以上の原動機を使用する特定工場

について適用する。 

②  「朝」とは午前６時から午前８時までを、「昼間」とは午前８時から午後７時までを、

「夕」とは午後７時から午後１０時までを、「夜間」とは午後１０時から翌日の午前６時

までをいう。 

③  「デシベル」とは、計量法（平成４年法律第５１号）別表第２に定める音圧レベルの計

量単位をいう。 

④  騒音の測定は、計量法第 71 条の条件に合格した騒音計を用いて行うものとする。 

この場合において、周波数補正回路はＡ特性を、動特性は速い動特性（ＦＡＳＴ）を

用いることとし、測定点は騒音を発生する特定工場の敷地の境界線上とする。 

⑤  騒音の測定方法は、当分の間、規格Ｚ8731 に定める騒音レベル測定方法によるものと

し、騒音の大きさの決定は、次に定めるところによるものとする。 

ア 騒音計の指示値が変動せず、または変動が少ない場合は、その指示値とする。 

イ 騒音計の指示値が周期的または間欠的に変動し、その指示値の最大値がおおむね一

定の場合は、その変動ごとの指示値の最大値の平均値とする。 

ウ 騒音計の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、測定値の９０パーセンントレ

ンジの上端の数値とする。 

エ 騒音計の指示値が周期的または間欠的に変動し、その指示値の最大値が一定でない

場合は、その変動ごとの指示値の最大値９０パーセントレンジの上端の数値とする。 

⑥ 「第１種区域」、「第２種区域」、「第３種区域」、「第４種区域」および「その他の区域」

とは、それぞれ次に掲げる区域をいう。 

ア 第 １種区域 都市計画法に掲げる第１種低層住居専用地域または第２種低層住居

専用地域として定められた区域 

イ 第 ２種区域 都市計画法に掲げる第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居

専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域または準住居地域として

定められた区域 

ウ 第 ３種区域 都市計画法に掲げる近隣商業地域、商業地域または準工業地域とし

て定められた区域 

エ 第４ 種区域 都市計画法に掲げる工業地域として定められた区域 

オ その他の区域 前各号に掲げる区域以外で工業専用地域を除く区域 

⑦  第２種区域、第３種区域、第４種区域およびその他の区域の区域内に所在する学校教

育法（昭和２２年法律第２６号）第１条の学校、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４
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号）第７条の保育所、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項の病院も

しくは同条第２項の診療所のうち患者を収容させるための施設を有するもの、図書館法

（昭和２５年法律第１１８号）第２条第１項の図書館または老人福祉法（昭和３８年法

律第１３３号）第５条の３の特別養護老人ホームの敷地の周囲５０メートル以内の区域

に敷地の一部または全部を有する特定工場においては、当該５０メートル以内の区域内

の特定工場の敷地境界線における騒音の規制基準は、この表に掲げる規制基準から５デ

シベルを減じるものとする。 

⑧  この表に掲げる規制基準は、騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）および福井県公

害防止条例の規定の適用を受ける特定工場については、適用しない。 

 
(4)  悪臭に係る規制基準 

項  目 許      容      値 

悪  臭 
特定工場の敷地境界線上において臭気強度法による臭気強度０

から３までとする。 

備考 ①  この表に定める臭気強度法とは、附表に定めるものとする。 

②  この規制基準は、別表第１第３項第８号および第９号に掲げる特定工場につい

て適用する。ただし、福井県公害防止条例の規定の適用を受ける特定工場につい

ては、適用しない。 

附表 

臭気強度 臭 気 の 程 度 

０ 無臭 

１ やっと感知できる臭い 

２ 何の臭いであるかわかる弱い臭い 

３ らくに感知できる臭い 

４ 強い臭い 

５ 強烈な臭い 

 
(5)  燃料基準 

区  分 燃料消費量（単位 ｋｌ／日） いおう含有率（単位 ％） 

特定工場 
０．５以上 ２未満 １．５以下 

２．０以上 １．３以下 

備考 

①  この表に掲げる燃料中のいおう含有率は、規格Ｋ２５４１に定める方法により測定

するものとする。 

②  排煙脱硫装置を設置している施設については、その脱硫効率を考慮するものとする。 

③  燃料基準に適合する燃料を取得することが困難な場合で、特に市長が認めるときは

これによらないことができる。 
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４  設備基準（別表第３） 

(1)  ばいじんに係る設備基準 

ば い 煙 発 生 施 設 
設 備 基 準 

種  類 規模または能力 

ボイラー 

重油を燃料とするもので 1 時

間当たりの消費量が 3ｋｌ以上

のもの 

電気集じん装置またはこれと同等以上の

能力を有する集じん装置を設けること。 

重油を燃料するもので１時間

当たりの消費量が0.8ｋｌ以上3

ｋｌ未満のもの 

遠心力集じん装置またはこれと同等以上

の能力を有する集じん装置を設けること。 

廃棄物焼却炉 
焼却能力が1時間当たり100㎏

以上のもの 

遠心力集じん装置またはこれと同等以上

の能力を有する集じん装置を設けること 

窯業製品の製

造の用に供す

る焼成炉およ

び溶融炉 

火格子面積が１ｍ2 以上である

か、バーナーの燃焼能力が重油

換算１時間当たり 50ｌ以上であ

るか、または変圧器の定格容量

が 200KVA 以上であるもの 

遠心力集じん装置またはこれと同等以上

の集じん能力を有する集じん装置を設け

ること。 

備考 ①  この表に掲げる設備基準は、昭和５０年１２月１日以降新たに設置または増設

したばい煙発生施設に限って適用する。 

②  この表に掲げるばい煙発生施設のうち排煙脱硫装置を有する施設については、

この基準を適用しない。 

(2)  排水に係る設備基準 

特定工場の種類 規   模 設  備  基  準 

電気メッキ施設 

（酸アルカリによる表面処理

施設を含む。） 

すべての特定工場 分解、還元、吸着および凝集沈殿の方

式による排水処理施設もしくはこれ

らと同等以上の能力を有する排水処

理施設または酸もしくはアルカリに

よる中和処理施設を設けること。 

染色施設 

（精練槽を含む。） 

１日当たりの平均

的な排水量が５０

ｍ3以上のもの 

凝集沈殿の方式による排水処理施設

またはこれらと同等以上の能力を有

する排水処理装置施設を設けること。 

自動車整備工場 

（自動車解体工場を含む。） 

ガソリンスタンドまたは石油

給油所、廃油再生所（トリク

ロロエチレンの回収を含む。） 

すべての特定工場 

油分の流出を防止するための油分分

離槽（分離槽が２槽以上に連結されて

いるものをいう。）の設置またはこれ

らと同等以上の能力を有する油分分

離装置を設けること。 

備考 

 この表に定める設備基準のうち、特定工場の排水の排出先が下水道法（昭和３３年法律

第７９号）に定める下水道（終末処理場を有するものに限る。特定公共下水道を含む。）

に排水している場合は、当該排水についてはこの基準を適用しない。 
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(3)  家畜の飼養施設に係る設備基準 

家畜の飼養 

施設の種類 
設  備  基  準 

牛豚を飼養す

る飼養施設 

ア  床は不浸透性材料で作られ、これに適当な勾配と排水溝が設けられている

こと。 

イ  内壁は飼養し、または収容する動物の種類に応じ適当な高さまで清掃に支

障をきたさない材料で作られ、かつ、清掃に支障をきたさない構造を有する

こと。 

ウ  内部は清掃に支障をきたさない適当な広さと高さを有すること。 

エ  床の周辺の地面で、汚物または汚水が飛散するおそれがある箇所は不浸透

性材料で被覆され、これに適当な勾配と排水溝が設けられていること。 

オ  洗浄用水を十分に供給することができる給水設備が設けられていること。 

カ  汚物処理設備として汚物だめおよび汚水だめを有すること。ただし、汚水

の浄化装置が設けられている場合は汚水だめを有することを要しない。 

キ  汚物だめおよび汚水だめは不浸透性材料で作られ、かつ、密閉することが

できる覆いが設けられていること。 

ク  畜舎から汚水だめ、汚水の浄化装置に通ずる排水溝が設けられていること。 

ケ  排水溝は、不浸透性材料で作られ、かつ、適当な覆いが設けられているこ

と。 

鶏を飼養する

飼養施設 

ア  内部は、清掃に支障をきたさない適当な広さと高さを有すること。 

イ  鶏の家きん舎の床は、不浸透性材料で作られ、これに適当な勾配と排水溝

が設けられていること。 

ウ  汚物処理施設として汚物だめおよび汚水だめを有すること。ただし、汚水

の浄化装置が設けられている場合は、汚水だめを有することを要しない。 

エ  鶏の家きん舎の床は、清掃に支障をきたさない材料で作られ、かつ、採ふ

んに便利な構造を有すること。 

オ  汚物だめおよび汚水だめは、不浸透性材料で作られ、かつ、密閉すること

ができる覆いが設けられていること。 

カ  鶏の家きん舎から汚水だめおよび汚水の浄化装置に通ずる排水溝が設けら

れていること。 

キ 排水溝は、不浸透性材料で作られ、かつ、適当な覆いが設けられているこ

と。 

家畜の飼養施

設に係る付属

施設 

（１） 鶏ふん乾燥施設 

ア  完全に乾燥させることができる構造の乾燥施設が設けられていること。 

イ  乾燥により発生する臭気を処理することができる適当な広さと高さの煙突

が設けられていること。 

ウ  鶏ふん乾燥施設を有する建物の構造は、完全に密閉できる構造とすること。 

（２） 家畜の飼料煮沸施設 

ア  床は不浸透性材料で作られ、これに適当な勾配と排水溝が設けられている

こと。 

イ  換気扇を備えた排気装置その他臭気を適当な高さで屋外に放散することが
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できる設備が設けられていること。 

ウ  洗浄用水を十分に供給することができる給水設備が設けられていること。 

エ  煮沸施設を有する建物は、密閉することができ、かつ、飼料の取扱量に応

じ適当な容量の容器が備えられていること。 

（３） 鶏の解体処理施設 

ア  解体室を有すること。 

イ  解体室の床は不浸透性材料で作られ、これに適当な勾配と排水溝が設けら

れていること。 

ウ  解体室には採光設備および洗浄用水を十分に供給することができる給水設

備が設けられていること。 

エ  汚物処理施設として汚物だめおよび汚水だめまたは汚水の浄化装置を有す

ること。 

オ  汚物だめおよび汚水だめは不浸透性材料で作られ、かつ、密閉することが

できる覆いが設けられていること。 

カ  汚物だめおよび汚水だめの周辺の地面で汚物を搬入し、または汚水を汲み

出す際に汚物または汚水が飛散するおそれがある箇所は不浸透性材料で被覆

されていること。 

キ  解体室から汚水だめおよび汚水の浄化装置に通ずる排水溝が設けられてい

ること 

ク  排水溝は不浸透性材料で作られ、かつ、適当な覆いが設けられていること。 

ケ  犬猫等の出入りを防止することができる障壁が設けられていること。 

備考  この表に掲げる設備基準は、化製場等に関する法律（昭和２３年法律第１４０号）の規

定の適用を受けている家畜飼養施設については、これを適用しない。 

 

(4)  地下水揚水施設に係る設備基準 

 地下水揚水施設を設置しているものは、次に掲げる水量測定器のうち揚水施設の構

造、水量、水圧等に応じ、揚水量を最も確実に測定できるものを取り付け、毎日の揚

水量を記録しなければならない。 

①  実測型水道メーター 

②  接線流羽根車式水道メーター 

③  副管付水道メーター 

④  軸流羽根車式水道メーター 

⑤  ベンチュリー管分流式水道メーター 
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騒 音 規 制 法 

 

１  特定施設の種類 （騒音規制法施行令別表第１） 

種    類 要    件 

1 

金

属

加

工

機

械 

 

 

圧延機械 
原動機の定格出力の合計が 22.5kw 以上のもの

に限る 

製管機械  

ベンディングマシン 
ロール式のものであって、原動機の定格出力

が 3.75kw」以上のものに限る 

液圧プレス 矯正プレスを除く 

機械プレス 呼び加圧能力が 294kN 以上のものに限る 

せん断機 原動機の定格出力が 3.75kw 以上のものに限る 

鍛造機  

ワイヤーフォーミングマシン  

ブラスト 
タンブラスト以外のものであって、密閉式の

ものに限る 

タンブラー  

切断機 といしを用いるものに限る 

2 空気圧縮機及び送風機 原動機の定格出力が 7.5kw 以上のものに限る 

3 
土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、

ふるい及び分級機 
原動機の定格出力が 7.5kw 以上のものに限る 

4 織機 原動機を用いるものに限る 

5 

建設用資

材製造機

械 

イ コンクリートプラント 
気ほうコンクリートプラントを除き、混練機

の混練容量が 0.45ｍ3以上のものに限る 

ロ アスファルトプラント 混練機の混練重量が 200 ㎏以上のものに限る 

6 穀物用製粉機 
ロール式のものであって、原動機の定格出力

が 7.5kw 以上のものに限る 

7 

木

材

加

工

機

械 

イ ドラムバーカー  

ロ チッパー 原動機の定格出力が 2.25kw 以上のものに限る 

ハ 砕木機  

ニ 帯のこ盤 

製材用のものにあっては原動機の定格出力が

15kw 以上のもの、木工用のものにあっては原

動機の定格出力が 2.25kw 以上のものに限る 

ホ 丸のこ盤 

製材用のものにあっては原動機の定格出力が

15kw 以上のもの、木工用のものにあっては原

動機の定格出力が 2.25kw 以上のものに限る 

ヘ かんな盤 原動機の定格出力が 2.25kw 以上のものに限る 

8 抄紙機  

9 印刷機械 原動機を用いるものに限る 

10 合成樹脂用射出成形機  

11 鋳型造型機 ジョルト式のものに限る 
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２ 特定建設作業の種類（騒音規制法施行令別表第２） 

種    類 要      件 

1 
くい打機（もんけんを除く。）を使用

する作業 
アースオーガーと併用する作業を除く 

2 くい抜機を使用する作業  

3 くい打機、くい抜機を使用する作業 圧入式を除く 

4 びょう打機を使用する作業  

5 さく岩機を使用する作業 

作業地点が連続的に移動する作業にあっては、

１日における当該作業に係る２地点間の最大

距離が 50ｍを超えない作業 

6 
空気圧縮機を使用する作業（さく岩機

の動力として使用する作業を除く。） 

電動機以外の原動機を用いるもので原動機定

格出力が 15kw 以上 

7 

コンクリートプラントを設けて行う

作業（モルタルを製造するためにコン

クリートプラントを設けて行う作業

を除く。） 

混練機の混練容量が 0.45ｍ3以上 

8 
アスファルトプラントを設けて行う

作業 
混練機の混練重量が 200 ㎏以上 

9 バックホウを使用する作業 

一定の限度を超える大きさの騒音を発生しな

いものとして環境大臣が指定するものを除き、

原動機の定格出力が 80kw 以上 

10 トラクターショベルを使用する作業 

一定の限度を超える大きさの騒音を発生しな

いものとして環境大臣が指定するものを除き、

原動機の定格出力が 70kw 以上 

11 ブルドーザーを使用する作業 

一定の限度を超える大きさの騒音を発生しな

いものとして環境大臣が指定するものを除き、

原動機の定格出力が 40kw 以上 
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３  特定施設の届出 

内容
提出
部数

届出の期限 届出を怠った場合等の罰則

設置届出 2部
届出を し なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

（ 第6条第１ 項) 様式1 5万円以下の罰金( 30条)

使用届出 2部
届出を し なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

（ 第7条第1項) 様式2 3万円以下の罰金( 31条)

2部
届出を し なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

( 第8条第1項)

騒音防止の方法
変更届

2部
届出を し なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

( 第8条第1項) 様式4 3万円以下の罰金( 31条)

2部
届出を し なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

   （ 第10条)

承継届出 2部
届出を し なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

( 第11条第3項) 様式8 1万円以下の過料( 33条)

届出の種類

1

指定地域内で工場等
に特定施設を新たに
設置し よ う と する 場
合

特定施設の設置の
工事の開始の日の
30日前ま で

2

指定地域と なった際
現に工場等に特定施
設を設置( 設置の工
事をし ている 者を含
む。 ) し ている 場合

指定地域と なった
日ま たは当該施設
が特定施設と なっ
た日から 30日以内

3

特定施設の種類
ごと の数変更届

1又は2の届出に係る
特定施設の種類ごと
の数を 変更する 場合

特定施設の種類ご
と の数変更に係る
工事の開始の日の

30日前ま で様式3 3万円以下の罰金( 31条)

5

氏名( 名称、 住
所、 所在地） 変
更届出

1又は2の届出に係る
氏名、 名称、 住所、
所在地の変更又は使
用の廃止を し た場合

氏名、 名称、 住
所、 所在地の変更
又は使用の廃止を
し た日から 30日以
内

様式6
又は7

1万円以下の過料( 33条)

6

1又は2の届出者の地
位（ 譲受、 借受、 相
続、 合併によ る 。 )
を 承継する 場合

承継があった日か
ら 30日以内

4

1ま たは2の届出に係
る 騒音防止の方法の
変更の場合。 ただ
し 、 騒音の大き さ の
増加を 伴わない場合
を 除く 。

騒音防止の変更に
係る 工事の開始の
30日前ま で

 

 

 

４  特定建設作業の届出 

内容
提出
部数

届出の期限 届出を怠った場合等の罰則

届出を し なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

3万円以下の罰金( 31条)

届出を し なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

1万円以下の過料( 33条)

2部
1項…特定建設作業
の開始の日の7日前

（ 第14条第1項、 第2
項） 様式9

2項…災害その他非
常の事態の場合は
速やかに届け出
る 。

届出の種類

1

特定建設作業実
施届出書 指定地域内において

特定建設作業を伴う
建設工事を し よ う と
する 場合
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５  規制基準 

(1)  特定工場等の規制基準 

（昭和 43 年 11 月 27 日厚・農・通・運告示 1 号、改正：平成 13 年 3 月 5 日環告 9号） 

都市計画法に基づく 

用途区域の区分 

規制区域 

区    分 

規 制 基 準（ｄＢ） 

朝 昼間 夕 夜間 

6:00～8:00 8:00～19:00 19:00～22:00 22:00～6:00 

第 1 種低層住居専用地域 
第 1種 45 50 40 40 

第 2 種低層住居専用地域 

第 1種中高層住居専用地域 

第 2種 50 60 50 45 

第 2種中高層住居専用地域 

第 1 種 住 居 地 域 

第 2 種 住 居 地 域 

準 住 居 地 域 

近 隣 商 業 地 域 

第 3種 60 65 60 55 商 業 地 域 

準 工 業 地 域 

工 業 地 域 第 4種 65 70 65 60 

注）  第 2 種区域、第 3種区域または第 4 種区域の区域内にある学校、保育所、病院および

患者を入院させるための施設を有する診療所、図書館ならびに特別養護老人ホームの敷

地の周囲おおむね 50 メートルの区域内における規制基準は、基準値から 5 デシベルを

減じた値とする。 

備考 

(1)  騒音の測定は、計量法第 71 条の条件に合格した騒音計を用いて行うものとする。この

場合において、周波数補正回路は A 特性を、動特性は速い動特性(FAST)を用いることと

する。 

(2)  騒音の測定方法は、当分の間、日本工業規格 Z8731 に定める騒音レベル測定方法によ

るものとし、騒音の大きさの決定は、次のとおりとする。 

①  騒音計の指示値が変動せず、又は変動が少ない場合は、その指示値とする。 

② 騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値がおおむね一定の

場合は、その変動ごとの指示値の最大値の平均値とする。 

③ ③  騒音計の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、測定値の 90 パーセントレ

ンジの上端の数値とする。 

④  騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値が一定でない場

合は、その変動ごとの指示値の最大値の 90 パーセントレンジの上端の数値とする。 
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(2)  特定建設作業に係る規制基準 

[昭和 43 年 11 月 27 日厚生省・建設省告示 1号、改正平成 13年 3 月 5 日環告 9 号] 

騒音の
大きさ
(ｄＢ)

夜間又は深夜
作業の禁止

１日の作業
時間の制限

作業期間の
制      限

日曜、その他の
休日の作業禁止

く い打機（ も んけん
を除く 。 ） を使用す
る 作業

アース オーガーと 併
用する 作業を除く

く い抜機を使用する
作業

すべて

く い打機、 く い抜機
を使用する 作業

圧入式を除く

びょ う 打機を使用す
る 作業

すべて 第１ 号区域 第１ 号区域

さ く 岩機を使用する
作業

作業地点が連続的に
移動する 作業にあっ
ては、 1日における 当
該作業に係る 2地点間
の最大距離が50ｍを
超えない作業

午後７ 時から
翌日の午前７

時ま で
１ ０ 時間

空気圧縮機を使用す
る 作業（ さ く 岩機の
動力と し て使用する
作業を除く 。 ）

電動機以外の原動機
を用いる も ので原動
機定格出力が15kw以
上

コ ンク リ ート プラ ン
ト を設けて行う 作業
（ モルタ ルを製造す
る ためにコ ンク リ ー
ト プラ ント を設けて
行う 作業を除く 。 ）

混練機の混練容量が

0. 45ｍ 3以上

アス ファ ルト プラ ン
ト を設けて行う 作業

混練機の混練重量が
200㎏以上

第２ 号区域 第２ 号区域

バッ ク ホウ を使用す
る 作業

一定の限度を超える
大き さ の騒音を発生
し ないも のと し て環
境大臣が指定する も
のを除き 、 原動機の
定格出力が80kw以上

午後１ ０ 時か
ら 翌日の午前

６ 時ま で
１ ４ 時間

ト ラ ク タ ーショ ベル
を使用する 作業

一定の限度を超える
大き さ の騒音を発生
し ないも のと し て環
境大臣が指定する も
のを除き 、 原動機の
定格出力が70kw以上

ブルド ーザーを使用
する 作業

一定の限度を超える
大き さ の騒音を発生
し ないも のと し て環
境大臣が指定する も
のを除き 、 原動機の
定格出力が40kw以上

備考１

2

第１ 号区域と は、 騒音に係る 規制区域のう ち、 第１ 種区域から 第４ 種区域に属する 区域
であって、 学校、 保育所、 病院、 診療所（ 患者の収容施設を有する も の） 、 図書館、 特
別養護老人ホームの敷地の周囲８ ０ ｍ以内の区域をいう 。 第２ 号区域と は、 規制区域の
う ち第１ 号区域以外の区域をいう 。

騒音の測定は、 特定建設作業の場所の敷地の境界線上で行う 。

特定建設作業の種類

種類に対応する規制基準

85
連続６ 日

以内
日曜日及び

その他の休日

 

※  騒音の測定方法は、「特定工場等の騒音の測定方法」と同じ。 
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振 動 規 制 法 

 

１  特定施設の種類（施行令別表第１） 

種    類 要    件 

1 

金

属

加

工

機

械 

液圧プレス 矯正プレスを除く 

機械プレス  

せん断機 原動機の定格出力が１kw以上のものに限る 

鍛造機  

ワイヤーフォーミングマシン 原動機の定格出力が 37.5kw 以上のものに限る 

2 圧縮機 原動機の定格出力が 7.5kw 以上のものに限る 

3 
土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、

ふるい及び分級機 
原動機の定格出力が 7.5kw 以上のものに限る 

4 織機 原動機を用いるものに限る 

5 

コンクリートブロックマシン 
原動機の定格出力の合計が 2.95kw 以上のもの

に限る 

コンクリート管製造機械及びコンクリ

ート柱製造機械 

原動機の定格出力の合計が 10kw 以上のものに

限る 

6 

木

材

加

工

機

械 

ドラムバーカー  

チッパー 原動機の定格出力が 2.2kw 以上のものに限る 

7 印刷機械 原動機の定格出力が 2.2kw 以上のものに限る 

8 ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機 
カレンダーロール機以外のもので原動機の定

格出力が 30kw 以上のものに限る 

9 合成樹脂用射出成形機  

10 鋳型造型機 ジョルト式のものに限る 
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２  特定建設作業の種類（施行令  別表第２） 

作 業 の 種 類 摘    要 

1 くい打機を使用する作業 もんけん及び圧入式くい打機を除く 

2 くい抜機を使用する作業 油圧式くい抜機を除く 

3 くい打機、くい抜機を使用する作業 圧入式くい打機くい抜機を除く 

4 
鋼球を使用して建築物その他の工作

物を破壊する作業 
 

5 舗装版破砕機を使用する作業 

作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１

日における当該作業に係る２地点間の最大距離

が５０ｍを超えない作業 

6 
ブレーカー（手持式のものを除く）

を使用する作業 

作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１

日における当該作業に係る２地点間の最大距離

が５０ｍを超えない作業 
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３  特定施設の届出 

内容
提出
部数

届出の期限 届出を怠った場合等の罰則

設置届出 2部
届出をし なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

（ 第6条第１ 項) 様式1 30万円以下の罰金( 26条)

使用届出 2部
届出をし なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

（ 第7条第1項) 様式2 10万円以下の罰金( 27条)

2部
届出をし なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

( 第8条第1項)

振動の防止の方
法変更届

2部
届出をし なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

( 第8条第1項) 様式4 10万円以下の罰金( 27条)

2部
届出をし なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

   （ 第10条)

特定施設使用全
廃届出

2部
届出をし なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

   （ 第10条) 様式7 3万円以下の過料( 29条)

承継届出 2部
届出をし なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

( 第11条第3項) 様式8 3万円以下の過料( 29条)

振動の防止の変更
に係る 工事の開始
の30日前ま で

1ま たは2の届出に係
る 振動防止の方法の
変更の場合。 ただ
し 、 振動の大き さ の
増加を伴わない場合
を 除く 。

4

6

1又は2の届出に係る
特定施設のすべての
使用の廃止を し た場
合

使用の廃止をし た
日から 30日以内

3万円以下の過料( 29条)

7

1又は2の届出者の地
位（ 譲受、 借受、 相
続、 合併によ る 。 )
を 承継する 場合

承継があった日か
ら 30日以内

5

氏名( 名称、 住
所、 所在地） 変
更届出

1又は2の届出に係る
氏名、 名称、 住所、
所在地の変更をし た
場合

氏名、 名称、 住
所、 所在地の変更
をし た日から 30日
以内様式6

10万円以下の罰金( 27条)

2

指定地域と なった際
現に工場等に特定施
設を設置( 設置の工
事をし ている 者を含
む。 ) し ている 場合

指定地域と なっ た
日ま たは当該施設
が特定施設と なっ
た日から 30日以内

3

特定施設の種類
及び能力ごと の
数、 特定施設の
使用の方法変更
届

1又は2の届出に係る
特定施設の種類及び
能力ごと の数ま たは
特定施設の使用の方
法を変更する 場合。
ただし 、 環境省令に
定める 軽微な変更を
除く 。

特定施設の種類ご
と の数及び能力ご
と の数ま たは特定
施設の使用の方法
の変更に係る 工事
の開始の日の30日
前ま で

様式3

届出の種類

1

指定地域内で工場等
に特定施設を 新たに
設置し よ う と する 場
合

特定施設の設置の
工事の開始の日の
30日前ま で

 

 

４  特定建設作業の届出 

内容
提出
部数

届出の期限 届出を怠った場合等の罰則

届出をし なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

10万円以下の罰金( 27条)

届出をし なかったり 、 虚偽
の届出をし た場合

3万円以下の過料( 29条)

1項…特定建設作業
の開始の日の7日前

2項…災害その他非
常の事態の場合は
速やかに届け出
る 。

様式9

届出の種類

2部
指定地域内において
特定建設作業を伴う
建設工事をし よ う と
する 場合

特定建設作業実
施届出書

（ 第14条第1項、 第2
項）

1

 

※ 当該作業が、その作業を開始した日に終わる場合を除く。 
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５ 規制基準 

(1)  特定工場等の規制基準 

都市計画法に基づく 

用途区域の区分 

規制区域 

区    分 

規 制 基 準 

昼間 夜間 

6：00～22：00 22：00～6：00 

第 1 種低層住居専用地域 

第 1種 60 55 

第 2 種低層住居専用地域 

第 1種中高層住居専用地域 

第 2種中高層住居専用地域 

第 1 種 住 居 地 域 

第 2 種 住 居 地 域 

準 住 居 地 域 

近 隣 商 業 地 域 

第 2種 65 60 
商 業 地 域 

準 工 業 地 域 

工 業 地 域 

備考 

(1)  振動の測定は、計量法第 71 条の条件に合格した振動レベル計を用い、鉛直方向について

行う。この場合において、振動感覚補正回路は鉛直振動特性を用いることとする。 

(2)  振動の測定方法は、次のとおりとする。 

①  振動ピックアップの設置場所は、次のとおりとする。 

  イ 緩衝物がなく、かつ、十分踏み固め等の行われている堅い場所 

  ロ 傾斜及びおうとつがない水平面を確保できる場所 

  ハ 温度、電気、磁気等の外囲条件の影響を受けない場所 

  ニ 暗振動の影響の補正は、次のとおりとする。 

測定の対象とする振動に係る指示値と暗振動(当該測定場所において発生する振動で当該

測定の対象とする振動以外のものをいう。)の指示値の差が 10 デシベル未満の場合は、測定

の対象とする振動に係る指示値から次の表の上欄に掲げる指示値の差ごとに同表の下欄に

掲げる補正値を減ずるものとする。 

指示値の差 3dB 4dB 5dB 6dB 7dB 8dB 9dB 

補 正 値 3dB 2dB 1dB 

(3)  振動レベルの決定は、次のとおりとする。 

①  測定器の指示値が変動せず、又は変動が少ない場合は、その指示値とする。 

②  測定器の指示値が周期的又は間欠的に変動する場合は、その変動ごとの指示値の最大値

の平均値とする。 

③  測定器の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、5 秒間隔、100 個又はこれに準ず

る間隔、個数の測定値の 80 パーセントレンジの上端の数値とする。 
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(2)  特定建設作業に係る規制基準 

[昭和 51 年 6月 10 日 振動規制法法律 64 号、改正 平成 16 年 6月 9 日法律 94号] 

振動の
大きさ
(ｄＢ)

夜間又は深夜
作業の禁止

１日の作業
時間の制限

作業期間の
制      限

日曜、その他の
休日の作業禁止

く い打機を使用する
作業

も んけん及び圧入式
く い打機を除く

く い抜機を使用する
作業

油圧式く い抜機を除
く

く い打機、 く い抜機
を使用する 作業

圧入式く い打機く い
抜機を除く

第１ 号区域 第１ 号区域

鋼球を使用し て建築
物その他の工作物を
破壊する 作業

すべて
午後７ 時から
翌日の午前７

時ま で
１ ０ 時間

舗装版破砕機を使用
する 作業

作業地点が連続的に
移動する 作業にあっ
ては、 １ 日における
当該作業に係る ２ 地
点間の最大距離が50
ｍを超えない作業 第２ 号区域 第２ 号区域

ブレ ーカー（ 手持式
のも のを除く ） を使
用する 作業

作業地点が連続的に
移動する 作業にあっ
ては、 １ 日における
当該作業に係る ２ 地
点間の最大距離が50
ｍを超えない作業

午後１ ０ 時か
ら 翌日の午前

６ 時ま で
１ ４ 時間

備考１

2

特定建設作業の種類

種類に対応する規制基準

振動の測定は、 特定建設作業の場所の敷地の境界線上で行う 。

75
連続６ 日

以内
日曜日及び

その他の休日

第１ 号区域と は、 振動に係る 規制区域のう ち、 特定工場等の騒音の規制区域の区分が第
１ 種区域から 第４ 種区域に属する 区域であって、 学校、 保育所、 病院、 診療所（ 患者の
収容施設を有する も の） 、 図書館、 特別養護老人ホームの敷地の周囲８ ０ ｍ以内の区域
をいう 。 第２ 号区域と は、 規制区域のう ち第１ 号区域以外の区域をいう 。

 
※  測定方法は、「特定工場等の規制基準」備考欄に同じ。 
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１  騒音規制法 規制地域図 
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２  振動規制法 規制地域図 


